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今回の調査結果では、地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率は８３．８％と

なっており、当初の普及目標を２．２ポイント上回りました。 

 

【調査概要】 

○調査実施時期   平成 22年３月 

○調査対象地域   全国 47都道府県の全域 

○調査対象者    男女 15歳以上 80歳未満の個人 

○調査方法     RDD法によりサンプルを抽出した後、郵送調査を実施 

○有効サンプル数  12,875 

○調査実施団体   社団法人デジタル放送推進協会 

○調査請負先    株式会社サーベイリサーチセンター 

 

（連絡先） 

【本調査全般に関する総務省連絡先】 

情報流通行政局放送技術課 

 

担  当：木村課長補佐、羽多野開発係長  

電 話：０３－５２５３－５７８５ 

ＦＡＸ：０３－５２５３－５７８８ 

【本調査全般に関する(社)デジタル放送推進協会連絡先】 

総務省テレビ受信者支援センター 

（統括本部） 

担  当：斎藤部門長 

電 話：０３－６４５９－２７８５ 

ＦＡＸ：０３－５７８５－４０８８ 

【地上デジタル放送の推進に関する総務省連絡先 】 

情報流通行政局地上放送課 

担 当：原田課長補佐、広瀬計画係長 

電 話：０３－５２５３－５７９２ 

ＦＡＸ：０３－５２５３－５７９４ 

【BSデジタル放送の推進に関する総務省連絡先 】 

情報流通行政局衛星・地域放送課 

担 当：数永課長補佐、北山企画係長 

電 話：０３－５２５３－５７９９ 

ＦＡＸ：０３－５２５３－５８００ 

 

 デジサポ（総務省テレビ受信者支援センター）は、地上デジタルテレビ放送に関す

る浸透度調査を実施しました。 

本調査は、地上デジタルテレビ放送対応受信機の普及状況等を定量的に把握し、今

後の普及促進の取組に反映させるなど、地上デジタルテレビ放送の円滑な普及に資す

ることを目的に実施したものです。調査結果については、別紙を御参照ください。 
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調査概要
○調査実施時期 平成２２年３月
○調査対象地域 全国４７都道府県の全域
○調査対象者 男女１５歳以上８０歳未満の個人
○調査方法 RDD法によりサンプルを抽出した後、郵送調査を実施
○有効サンプル数 １２，８７５
○調査実施団体 社団法人デジタル放送推進協会
○調査委託先 株式会社サーベイリサーチセンター※

※総務省テレビ受信者支援センターの運営団体である社団法人デジタル放送推進協会より請負

（ページ）



地上デジタル放送対応受信機の世帯普及率※1は、エコポイントの効果等による受信機の普及を反映して大幅に

上昇し、８３．８％となり、前回調査※2 （６９．５％）から１４．３ポイント増加した。これは当初の普及目標（本年３月

末時点で８１．６％）※3を２．２ポイント上回っている。
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（参考）普及台数の目標と実績

普及実績(10年3月)

7,374万台※4

調査結果(09年9月)
69.5％

［3,475万世帯相当］

【普及世帯数の目標と実績】

普及目標(10年3月)
6,960万台

調査結果（１０年３月）

８３．８％
〔4,190万世帯相当〕

普及目標(09年9月)
72%

[3,600万世帯]

普及目標(10年3月)
81.6%

[4,080万世帯]

１－１ 地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率 －概要－

１０

１１

2

※1 チューナー内蔵テレビ、チューナー内蔵録画機、外付けチューナー、チューナー内蔵パソコン、ケーブルテレビ用セットトップボックスのいずれかを保有している世帯の割合。
※2 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2009年9月）
※3 “デジタル放送推進のための行動計画”（2003年4月より策定）。

※4 2010年3月末、社団法人電子情報技術産業協会、社団法人日本ケーブルラボ調べ。
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１－２ 地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率 －受信機の種別、購入動機－

地上デジタルテレビ放送対応受信機の保有状況（複数回答） （全員）※２ 地上デジタルテレビ放送対応受信機の購入動機（複数回答）
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（「いずれか保有」
との回答者）

3

ハイビジョン放送などを見たかったから

データ放送を見たかったから

薄型テレビが欲しかったから

故障などに伴うテレビの買い換え時期だったから

アナログテレビでも地上デジタル放送を見たかったから
（外付け機器やCATVを利用する場合）

現在の地上アナログ放送が終わることを見越して

その他

クイズ番組などの視聴者参加型サービスを利用した
かったから

チューナー内蔵パソコンもしくは
パソコン用の外付けチューナー

今回調査

前回調査※１

エコポイントを利用したかったから

チューナー内蔵テレビの世帯普及率は７５．３％となり、前回調査※１（５９．０％）から１６．３ポイント増加した。ま

た、購入動機としては、地上アナログ放送の終了を見越して受信機を購入した世帯が約半数を占めた。

無回答 2.3 
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※１ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2009年9月）

※２ （）内は各調査項目の回答者、以下同様



１－３ 地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率 －地方ブロック別の状況－

4

（注）いずれも統計データであり、ある程度の誤差は想定されるもの。その目安は以下の通り。

・都道府県別：サンプル数に応じて±３～７%前後、ブロック別：サンプル数に応じて±１～４%前後

都道府県別の地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率は、いずれも増加した。地域差については前

回調査※とほぼ同等であった。

サンプル数 普及率（%） サンプル数 普及率（%） サンプル数 普及率（%）

北海道 409 83.6 
信
越

新潟県
444

221
86.7 

87.3 

中
国

鳥取県

1096

207

84.9 

86.0 

東
北

青森県

1258

212

78.1 

79.2 長野県 223 86.1 島根県 204 86.8 

岩手県 192 66.7 

北
陸

富山県

604

205

85.9 

88.8 岡山県 221 85.5 

宮城県 222 76.6 石川県 212 84.0 広島県 253 85.8 

秋田県 198 82.3 福井県 187 85.0 山口県 211 81.5 

山形県 210 81.9 

東
海

岐阜県

1130

223

85.0 

88.3 

四
国

徳島県

798

186

79.8 

76.3 

福島県 224 82.6 静岡県 268 85.1 香川県 204 81.4 

関
東

茨城県

2917

241

85.0 

83.4 愛知県 413 84.3 愛媛県 207 82.1 

栃木県 209 77.0 三重県 226 84.5 高知県 201 77.1 

群馬県 216 83.8 

近
畿

滋賀県

1750

201

84.4 

85.1 

九
州

福岡県

1457

317

82.6 

83.9 

埼玉県 423 88.4 京都府 250 79.2 佐賀県 187 78.6 

千葉県 391 86.7 大阪府 521 85.4 長崎県 188 72.9 

東京都 722 84.5 兵庫県 362 85.6 熊本県 185 85.4 

神奈川県 529 85.1 奈良県 205 80.5 大分県 188 82.4 

山梨県 186 75.3 和歌山県 211 86.3 宮崎県 191 83.8 

鹿児島県 201 84.6 

沖縄県 1012 65.9

※ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2009年9月）



（参考１） 地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率 －都道府県別の状況－ （今回調査）

5
（注）いずれも統計データであり、ある程度の誤差は想定されるもの。その目安はサンプル数に応じて± ３～７ %前後。
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6
（注）いずれも統計データであり、ある程度の誤差は想定されるもの。その目安はサンプル数に応じて± ３～８ %前後。

（参考２） 地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率 －都道府県別の状況－ （前回調査※１）

※１ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2009年9月）

※２ 総務省“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2009年3月）
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１－４ 地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率 －世帯年収別、世帯構成年齢別の状況－

高齢者のみで構成される世帯における
地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率

全体
(N=12875)

高齢者（65歳以上）
のみで構成される世帯
(N=1596)

上記以外の世帯
(N=11279)

（%）

（注）いずれも統計データであり、ある程度の誤差は想定されるもの。その目安はサンプル数に応じて±１～３ %前後。

年収が２００万円以上の世帯における世帯普及率は８割を超えている。一方、年収が２００万円未満の世帯にお

ける世帯普及率は６７．５％だった。また、高齢者（６５歳以上）のみで構成される世帯における世帯普及率は

８１．９％であり、それ以外の世帯における世帯普及率とほぼ同程度であった。
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83.8 
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世帯年収別の地上デジタルテレビ放送対応受信機
の世帯普及率

（%）

全体
(N=12875)

200万円未満

(N=1085)

200万円以上400万円未満

(N=3737)

400万円以上600万円未満

(N=3202)

600万円以上800万円未満

(N=2061)

800万円以上1000万円未満

(N=1240)

1000万円以上

(N=1268)



１－５ 地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率 －対応受信機を保有していない理由－

8

地上デジタルテレビ放送対応受信機を保有していない理由（複数回答）

経済的に地上デジタル放送に対応する余裕がない

地上アナログ放送が視聴できなくなるまで時間的余裕がある

テレビをあまり見ていない

携帯電話（ワンセグ）などで見られれば十分

インターネットがあれば十分

居住地域で地上デジタル放送がまだ開始されていない

アンテナや分配器などが地上デジタル放送に対応してない

集合住宅の共同受信施設が地上デジタル放送に対応していない

ビル陰、高圧線付近などの受信障害対策や、山間部などの難視聴解消対策

としての共同受信施設が地上デジタル放送に対応していない

地上デジタル放送を見るために何をしたらよいかわからない

その他

無回答

（地上デジタル放送対応受信機を保有していないとの回答者）
（%）

地上デジタル放送対応受信機を保有していない理由としては、地上アナログ放送の停波まで時間的余裕がある

（約７割）、経済的に余裕がない（約４割）との回答が多くあげられた。

衛星放送（BSやCS）を主に視聴している

6.6 

7.3 

2.5 

2.5 

2.8 

3.4 

4.0 

5.2 

5.4 

11.8 

12.7 

36.8 

71.6 

0 20 40 60 80 100 



0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２－１ 地上デジタルテレビ放送の受信・視聴状況 －概要－

9

（全員）地上デジタルテレビ放送の受信状況

デジタル中継局の整備や共聴施設のデジタル化対応促進の効果を反映し、地上デジタル放送対応受信機を保

有し地上デジタル放送を視聴できる世帯の割合は、大幅に上昇して７７．７％となり、前回調査※ （６０．７％）から

１７ポイント増加した。一方、地上デジタル放送対応受信機を保有していても地上デジタル放送を視聴できないと

する世帯の割合は５．３％となり、前回調査※ （６．６％）から１．３ポイント減少した。

前
回
調
査※

今
回
調
査

※ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2009年9月）

対応受信機の世帯普及率：83.8%

対応受信機の世帯普及率：69.5%

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

（%）

（%）

77.7 16.2

0.8

5.3

60.7 30.5

2.26.6

地上デジタル放送対応受信機を保有しており、地上デジタル放送を

視聴可能な世帯

地上デジタル放送対応受信機を保有しているが、アンテナが未対応、
共聴施設が未改修等の理由から地上デジタル放送を視聴できない世帯

地上デジタル放送対応受信機を保有しているが、地上デジタル放送を

視聴できるか無回答の世帯

地上デジタル放送対応受信機を保有していない世帯



72.4 

77.7 

83.8 

3.1 2.2 

5.3 0.8 

16.2 

0 20 40 60 80 100 

２－２ 地上デジタルテレビ放送の受信・視聴状況 －視聴できない理由、視聴可能だが視聴していない理由－

10

地上デジタルテレビ放送を視聴できる環境にあるが、
視聴していない理由（複数回答）

（%）

（全員）

地上デジタルテレビ放送対応の受信機を保有しているが
視聴できない理由（複数回答）

ケーブルテレビ局の地上デジタル放送の契約料金が
高い

地上デジタル放送対応の外付け機器を接続している
が、普段はアナログテレビだけをつけて見ている

地上アナログ放送の方が慣れているのでよい

地上デジタル放送の魅力がわからない

その他

居住地域で地上デジタル放送がまだ開始されてない

アンテナや分配器などが地上デジタル放送に対応してない

初期スキャン等、受信機の初期設定を行っていない

地上デジタル放送を見るために何をしたらよいかわからない

地上デジタル放送対応受信機器の入力端子にアンテナ線をつ
ないでいない

その他

集合住宅の共同受信施設が地上デジタル放送に対応していない

（%）

（地上デジタル放送を視聴可能、かつ、視聴していないとの回答者）

無回答

（%）

対応受信機の保有状況

地上デジタルテレビ放送の視聴状況

地上デジタル放送の視聴可否

地上デジタル放送の実際の視聴状況

保有している 保有していない

視聴可能 視聴できない
無回答

無回答視聴している 視聴していない

無回答

「受信機を保有してい
ない理由」については
P8に記載

（地上デジタル放送対応受信機を保有、
かつ、視聴できないとの回答者）

地上デジタル放送を視聴できる世帯の割合は７７.７％であり、実際に視聴している世帯は７２.４％であった。視聴

できない理由としては、アンテナや分配器が未対応（４２.６％）、受信障害対策及び難視聴解消対策用の共聴施

設が未対応（２２.３％）との回答が多く、放送が未開始との回答は１２.８％と、前回調査※(２２.２％)から減少した｡

ビル陰、高圧線付近などの受信障害対策や、山間部などの難視聴解
消対策としての共同受信施設が地上デジタル放送に対応していない

「受信方法」「満足度」
等についてはP11に記
載

3.4 

7.6 

5.1 

10.7 

11.1 

12.8 

14.5 

22.3 

42.6 

0 20 40 60 

4.2 

20.3 

6.3 

13.4 

42.8 

51.3 

0 20 40 60 

※ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2009年9月）



不満層
４．３％

満足層
７６．６％

50.0%
26.6%

14.8%

3.5%
0.8% 4.1%

満足

やや満足

普通

やや不満

不満

無回答

44.9%

39.6%

9.2%
1.6% 4.2% 0.5%

何もしなかった

屋外アンテナを新設した

既設アンテナの向きを調整した

室内アンテナを新設した

わからない

無回答

3.0 

2.2 

1.5 

1.9 

2.7 

15.1 

33.2 

45.1 

0 20 40 60 

２－３ 地上デジタルテレビ放送の受信・視聴状況 －受信方法、満足度－

11

地上デジタルテレビ放送の満足度

地上デジタルテレビ放送受信のためのアンテナ対応実施の有無

（「戸建て用屋外アンテナ」
または「屋内アンテナ」と
の回答者）

（%）

地上デジタルテレビ放送の受信方法（複数回答）

（地上デジタル放送を「視聴できる」との回答者）

戸建て用の屋外アンテナ

マンション等の集合住宅の共同アンテナ

ビル陰、高圧線付近などの受信障害対策とし
ての共同受信施設

ケーブルテレビ

わからない

屋内アンテナ

山間部などの難視聴解消対策としての共同
受信施設

戸建て用の屋外アンテナまたは屋内アンテナで受信している世帯では、既設のアンテナで受信できた世帯と、ア

ンテナを新設または方向調整した世帯がほぼ同数であった。

無回答

（地上デジタル放送を「視聴できる」との回答者）

満足な理由（複数回答） 不満な理由（複数回答）

（「満足」又は「やや満足」との回答者） （「やや不満」または「不満」との回答者）
（%） （%）

0.2

7.3

14.9

36.2 

45.1 

46.7 95.7

0 20 40 60 80 100 

無回答

視聴者参加番組に参加できる

マルチ編成により番組数が増えた

音質がよい

番組予約が楽になった

データ放送による多彩な情報

画質がきれい

6.3 

12.9 

14.7 

15.0 

23.3 

29.9 

30.0 

36.9 

0 20 40 60 80 100 

無回答

ハイビジョン番組が少ない

思ったほど音質が良くない

データ放送による情報が少ない

チャンネルの数が増えていない

視聴できるチャンネルの数が減った

思ったほど画質がきれいではない

リモコン操作が複雑



80.3 

75.0 

94.4 

93.3 

97.2 

19.0 

24.5 

4.8 

5.4 

2.2 

0.7 

0.5 

0.8 

1.3 

0.6 

0% 50% 100%

視聴できる

視聴できない

無回答

ケーブルテレビ（N=3595）

マンション等の集合住宅の
共同アンテナ（N=1582）

戸建て用のアンテナ（N=6165）

ビル陰、高圧線付近などの受信障害対策
としての共同受信施設（N=343）

山間部などの難視聴解消対策としての
共同受信施設（N=356） 82.9 

75.6 

86.1 

81.6 

93.1 

17.1 

24.4 

13.9 

18.4 

6.9 

0% 50% 100%

保有している

保有していない

ケーブルテレビ

マンション等の集合住宅の
共同アンテナ

戸建て用のアンテナ

ビル陰、高圧線付近などの
受信障害対策としての
共同受信施設

山間部などの難視聴解消対策
としての共同受信施設

ケーブルテレビ

マンション等の集合住宅の
共同アンテナ

戸建て用のアンテナ

ビル陰、高圧線付近などの
受信障害対策としての
共同受信施設

山間部などの難視聴解消対策
としての共同受信施設

59.8 

71.2 

89.3 

89.8 

93.4 

36.5 

26.8 

7.7 

7.8 

5.0 

3.7 

2.1 

3.0 

2.4 

1.6 

0% 50% 100%

視聴できる

視聴できない

無回答
63.3 

59.8 

71.4 

67.4 

84.1 

36.7 

40.2 

28.6 

32.6 

15.9 

0% 50% 100%

保有している

保有していない

ケーブルテレビ（N=3426）

マンション等の集合住宅の
共同アンテナ（N=1722）

戸建て用のアンテナ（N=5723）

ビル陰、高圧線付近などの受信障害対策
としての共同受信施設（N=380）

山間部などの難視聴解消対策としての
共同受信施設（N=350）

２－４ 地上デジタルテレビ放送の受信・視聴状況 －受信方法別－

12

受信方法別の地上デジタルテレビ放送の視聴可否受信方法別の地上デジタルテレビ放送対応受信機の保有状況

（「保有している」
との回答者）

注 本項での受信方法とは地上アナログ放送又は地上デジタル放送の受信方法を示す。なお、両方が視聴可能な場合は地上デジタル放送の視聴方法で分類した。

（%） （%）

前
回
調
査※

今
回
調
査

（%） （%）

受信方法にかかわらず、地上デジタル放送対応受信機の世帯普及率、視聴可能な世帯の割合は着実に上昇し

ている。特に、山間部などの難視聴解消対策としての共同受信施設においては、対応受信機を保有していても

地上デジタル放送を視聴できない世帯の割合が大幅に減少した。

※ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2009年9月）

（「保有している」
との回答者）



83.8 12.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

69.5 24.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

３－１ 今後のデジタル化の予定 －概要－

受信機の保有状況と地上アナログテレビ放送停波までの対応予定 （全員）

既に地上デジタルテレビ放送対応受信機を保有している世帯と、保有していないがアナログ放送停波までに対

応予定とする世帯を合計すると、全体の９６．２％となり、前回調査※ （９４．１％）から２．１ポイント増加した。

13

前
回
調
査※

今
回
調
査

既に保有しているか、アナログ放送停波までに対応予定の世帯： 94.1%

既に保有しているか、アナログ放送停波までに対応予定の世帯：96.2%

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

（%）

（%）

83.8 12.4

3.1

0.6

69.5 24.6

4.7

1.2

地上デジタル放送対応受信機を保有している世帯

対応予定がある世帯

対応予定がわからない世帯

対応予定がない世帯

地上デジタル放送対応受信機を

保有していない世帯

「対応予定時期の目安」、「エコポイントが対応のきっかけ
になるか」についてはP14に記載

「対応予定がわからない理由」についてはP14に記載

「対応予定がない理由」についてはP14に記載

※ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2009年9月）



4.5%

17.4%

78.1%

0.1% 今年6月までに購入する

今年中に購入する

特に目途はないが、地上

アナログ放送終了までに

は購入する
無回答

３ー２ 今後のデジタル化の予定 －対応予定時期、対応予定がわからない理由、対応予定がない理由等－

対応予定がある世帯では、特に目途はないがアナログ放送停波までには対応との回答が約８割を占めた。対応

予定がわからない理由としては、経済的に余裕がない（約４割）、時間的余裕がある（約３割）との回答が多くあ

げられた。対応予定がない理由としては、これを機会にテレビは見ない（約３割）との回答が多くあげられた。

対応予定がわからない理由 対応予定がない理由対応予定時期の目安

エコポイントが対応のきっかけとなるか

14

36.7%

30.7%

20.0%

3.5%
9.2%

購入のきっかけになる

どちらでもない

購入のきっかけになら

ない
エコポイントを知らない

無回答

地上アナログテレビ放送停波までに対応予定がある
との回答者（全体の１２．４％）

地上アナログテレビ放送停波までの対応予定が
わからないとの回答者（全体の３．１％）

地上アナログテレビ放送停波までの対応予定がない
との回答者（全体の０．６％）

40.3%

27.5%3.8%

6.3% 22.1%

経済的に地上デジタル放

送に対応する余裕がない

地上アナログ放送が視聴

できなくなるまで時間的余

裕がある

地上デジタル放送を見る

ために何をしたらよいかわ

からない

その他

無回答

32.6%

16.7%

6.9%

38.5%

5.3%

これを機会にテレビは

見ない

インターネットがあれ

ば十分

携帯電話(ワンセグ)な

どで見られれば十分

その他

無回答



4.3 

14.3 

10.1 

17.5 

2.0 

1.3 

2.5 

10.8 

37.3 

3.2 

0.4 

1.0 

18.8 

0.6 

2.2 

2.4 

6.4 

65.0 

0 20 40 60 80 

無回答

対応予定なし

対応するかどうかわからない

対応予定はあるが、対応形態はわからない

チューナー内蔵のパソコン、もしくはパソコン用の外付けチューナー

セットトップボックス(CATV）、もしくはインターネット接続サービスでの視聴用…

チューナー内蔵の録画機

外付けチューナー

チューナー内蔵テレビ

３－３ 今後のデジタル化の対応 －対応受信機未保有世帯のテレビ－

15

対応受信機未保有だが対応予定のある世帯の中で、世帯の最も大きな画面のテレビについてチューナー内蔵

テレビを導入したいとする世帯は６割を超える。それ以外のテレビについては、約７割について何らかの対応が

予定されているが、最も画面サイズが大きいテレビに比較して外付けチューナーで対応する傾向がある。

（%）

１台目のアナログテレビ

２台目以降のアナログテレビ
（最大４台目までの延べ台数をカウント）

※家庭内にあるテレビについて画面
サイズの大きい順に区別して調査

（地上デジタル放送対応受信機を「１台も保有していない」が、地上アナログ放送停波までに「対応予定がある」との回答者）

セットトップボックス(CATV）、もしくはインターネット接続サービスでの視
聴用チューナー

地上デジタルテレビ放送へ未対応のテレビに関する今後のデジタル化対応



1.2 

20.9 

16.0 

13.0 

1.0 

2.0 

2.1 

8.1 

35.9 

0 20 40 60 80 

無回答

対応予定なし

対応するかどうかわからない

対応予定はあるが、対応形態はわからない

チューナー内蔵のパソコン、もしくはパソコン用の外付けチューナー

チューナー内蔵の録画機

セットトップボックス(CATV）、もしくはインターネット接続サービスでの視聴用…

外付けチューナー

チューナー内蔵テレビ

３－４ 今後のデジタル化の対応 －対応受信機保有世帯の未対応テレビ－

16

※家庭内にあるテレビについて、最大４台までの延べ台数をカウント

対応受信機を既に保有している世帯においては、未対応のテレビのうち、約６割について対応予定であり、その

対応方法については、対応受信機未保有世帯における最も大きな画面のもの以外のテレビについての対応予

定と同様の傾向にある。

（%）

（地上デジタル放送対応受信機を「いずれか保有」しているとの回答者）

セットトップボックス(CATV）、もしくはインターネット接続サービスでの視
聴用チューナー

地上デジタルテレビ放送へ未対応のテレビ※に関する今後のデジタル化対応



0.7

33.7 

51.3 

13.7 

3.3 

0 20 40 60 

53.6%37.4%

9.0%

知っている

知らない

無回答

65.6%
6.2%

12.6%

15.6%
対応している

対応していない

わからない

無回答

0.0 

39.0 

46.0 

11.0 

4.5 

0 20 40 60 

67.2%

29.6%

3.2%

知っている

知らない

無回答

４－１ 共同受信施設における対応状況 －集合住宅－

17

共同受信施設の工事の進捗状況共同受信施設の地上デジタルテレビ放送

への対応状況

（%）

（%）賃
貸
集
合
住
宅
に
お
住
ま
い
の
方

分
譲
集
合
住
宅
に
お
住
ま
い
の
方

地上デジタル放送を視聴するための方法につ
いて、説明会や回覧板等での情報周知があっ
た、又は、管理組合等で話し合い中である

集合住宅の所有者等から、施設を
今後改修する旨の連絡があった

視聴するための手続き等についての認知度

Ｑ．一般的に、集合住宅で地上デジタル放送を視聴するためには、
必要に応じて、「共同受信施設」を改修することについて「管理組
合等で話し合い」を行い承認が得られたのちに「共同受信施設の
改修工事」が必要になる場合があることをご存じですか。

Ｑ．一般的に、賃貸集合住宅（社宅・官公舎を含む）で地上デジ
タル放送を視聴するためには、必要に応じて、集合住宅の所
有者が「共同受信施設の改修工事」を進めていく必要がある
ことをご存じですか。(N

=
１

３
２

６
)

(N
=
７

８
６

)

（「対応していない」
との回答者）

共同受信施設が地上デジタル放送対応済と回答した世帯の割合は、分譲集合住宅の方が賃貸集合住宅より

１５．８ポイント高い。一方、前回調査※（分譲集合住宅：７５．７％、賃貸集合住宅：５２．５％）からの上昇は、賃貸

集合住宅の方が分譲集合住宅より高い。

世帯

既に改修工事が開始されている

上記のいずれも開始されていない

わからない

無回答

既に改修工事が開始されている

上記のいずれも開始されていない

わからない

無回答

81.4%

2.1%

8.1%
8.4%

対応している

対応していない

わからない

無回答

※ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2009年9月）

（「対応していない」
との回答者）



1.0 

11.9 

7.5 

23.3 

1.5 

13.4 

33.0 

46.5 

0 20 40 60 

無回答

わからない

施設管理者が誰であるかわからない

「デジタル放送を視聴するための方法の情報周知」と…

既に改修工事が開始されている

ケーブルテレビ等に加入予定である

地上デジタル放送を視聴するための方法の情報周知…

施設管理者から「直接受信可能との連絡」があった

４－２ 共同受信施設における対応状況 －ビル陰、高圧線付近などの受信障害対策－
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地上デジタルテレビ放送の特性や視聴するための方法についての認知度

Ｑ１．地上デジタル放送は、地上アナログ放送に比べて受信障害に
強い方式を採用しているため、 受信障害が生じる地域が小さくな
り、戸建て用の屋外アンテナ等を設置するなどして、直接、 地上
デジタル放送を視聴できる可能性が高まることをご存じですか。

Ｑ２．現在、地上アナログ放送用の共同受信施設を利用している方が、今後、
地上デジタル放送を視聴するための方法について、あなたがご存じのこと
を、次の中からいくつでもお知らせください。 （複数回答可）

共同受信施設での地上デジタルテレビ放送の視聴可否 視聴できないとの回答があった共同受信施設の対応状況（複数回答）
（%）

（%）

地上アナログテレビ放送をビル陰、高圧線付近などの受信障害対策としての共同受信施設で視聴している方（N=４３６）

（地上デジタル放送により受信障害がなくなる場合）
戸建て用の屋外アンテナ等を設置する

（地上デジタル放送により受信障害がなくならない場合）
共同受信施設の改修工事をする

（受信障害の有無によらず）ケーブルテレビ等へ加入する

（「視聴できない」
との回答者）

上記のいずれも知らない

受信障害対策としての共同受信施設で地上デジタル放送が視聴できると回答した世帯の割合は４１．７％とな

り、前回調査※（３４．６％）より、約７ポイント増加した。視聴できないとの回答があった共同受信施設に関して行

われている対応状況については、施設管理者から直接受信可能との連絡があったとの回答は４６．５％となり、

前回調査※（３１．４％）から約１５ポイント増加した。

無回答

地上デジタル放送を視聴するための方法の情報周知があった

49.3%36.0%

14.7%

知っている

知らない

無回答
18.0 

13.3 

25.8 

39.4 
52.4 

0 20 40 60 

※ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2009年9月）

41.7%

28.8%

12.4%

17.1%

対応している

対応していない

分からない

無回答

視聴できる

視聴できない

施設管理者から「直接受信可能」との連絡があった

「地上デジタル放送を視聴するための方法の情報周知」と
「改修工事」のいずれも開始されていない



地上アナログテレビ放送停波についての認知度 地上アナログテレビ放送停波の時期についての認知度 （全員）

５－１ 地上アナログテレビ放送停波に関する認知度

地上アナログテレビ放送停波についての感想（複数回答） （全員）

（%）

ほぼ全ての方が地上アナログ放送の停波について知っている。２０１１年に地上アナログ放送が停波することに

ついても、約９割の方が知っている。

様々な魅力をもつ地上デジタル放送が視聴できるように
なるのだから良い

限られた資源である電波の有効利用につながるから良い

国の政策だから仕方がない

できれば地上アナログ放送を続けてほしい

わからない

サイマル放送を続けると放送局側で二重の電力消費が生じ
ることから、地球環境上好ましくないため、仕方がない

サイマル放送を続けると放送局側でアナログ設備を更改する
ための無駄な設備投資が必要となることもあり、仕方がない
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地上デジタル放送を視聴できる世帯

（%）

（地上デジタル放送視聴可否別）

（全員）

無回答

0.7%

91.3%

2.9%
0.6%

0.0% 4.5%

～2010年

2011年

2012年

2013年以降

わからない

無回答

96.6%

1.9% 1.6%

知っている

知らない

無回答

0.8

8.3

19.9

21.7

23.1

35.3

35.6

49.4

0 20 40 60 

1.1 

9.4 

13.5 

38.1 

17.4 

25.7 

39.3 

34.6 

0.7 

7.9 

21.7 

17.3 

24.6 

38.0 

34.5 
53.6 

0 20 40 60 

地上デジタル放送を視聴できない世帯
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５－２ 地上アナログテレビ放送停波に関する認知度 －年代・性別の状況－

地上アナログテレビ放送停波についての認知度 （全員） 地上アナログテレビ放送停波の時期についての認知度 （全員）

（%）（%）

年代及び性別にかかわらず、地上アナログ放送停波及び停波時期について約９割の方が知っている。７０歳代

の方についても他の年代の方と同程度の認知度である。

年代・性別のサンプル数

男性 女性 小計

７０～７９歳 982 794 1776

６０～６９歳 1317 1330 2647

５０～５９歳 1090 1298 2388

４０～４９歳 948 1120 2068

３０～３９歳 903 1136 2039

２０～２９歳 609 735 1344

１５～１９歳 287 326 613

合計 6136 6739 1287594.9 

96.0 

97.4 

97.1 

96.4 

96.2 

94.3 

92.3 

96.8 

97.8 

98.0 

97.3 

96.9 

95.3 

0 20 40 60 80 100 

１５～１９歳

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０～７９歳

男性 女性

88.9 

91.4 

89.9 

91.4 

93.3 

93.9 

90.8 

85.8 

90.8 

91.2 

92.4 

92.6 

90.3 

89.2 

0 20 40 60 80 100 

１５～１９歳

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０～７９歳

男性 女性



93.4%

2.1%
4.2% 0.4%

視聴可能エリア

まだ視聴できないエリア

わからない

無回答

97.7%

1.3% 1.0%

知っている

知らない

無回答

６－１ 地上デジタルテレビ放送に関する認知度

地上デジタルテレビ放送の認知度

（「知っている」との回答者）

居住地域での地上デジタルテレビ放送視聴可否の認知度（全員）
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地上デジタルテレビ放送等についての認知経路 （複数回答）

（%）

（地上デジタル放送もしくは地上アナログ放送停波を「知っている」との回答者）

地上デジタルテレビ放送のメリットについての認知度（複数回答）

地上デジタル放送では「画質や音質のよい番組」を視聴できる

「データ放送」が可能となり、リモコンのボタンを押すだけで、地域の天気

予報やニュース、番組の情報などを表示できる

１つのチャンネルの中で複数の番組を同時に放送することができる

「双方向サービス」が可能となり、テレビをインターネット等に接続することで視聴者

参加型クイズ番組やアンケートに回答できる

「電子番組表」で番組を検索したり視聴予約できる

字幕・解説放送等による高齢者に優しい放送が実現できる

（%）

携帯電話などでワンセグ放送が実現できる

電波の有効利用が可能となり、空いた周波数で、携帯電話や車車間通信等

の新たなサービスが実現できる

（地上デジタル放送を「知っている」との回答者）

ほぼ全ての人が地上デジタル放送を知っている。また、地上デジタル放送のメリットとしては、画質や音質の良さ

（９３．５％）、データ放送による情報表示（７７．５％）、電子番組表（６５．７％）について多くの人が知っている。

無回答
1.6 
2.5 
1.3 
5.4 
7.0 
7.9 
9.1 
10.3 
11.6 
12.3 
12.5 
15.0 
18.0 

27.7 
42.7 93.5 

0 20 40 60 80 100 

無回答

その他

イベント会場

役所や自治体等での説明会

総務省からの郵送案内

インターネット(ホームページ)

ラジオ

市区町村の広報紙

メーカー系列店（地元の電器屋さん）

友人・知人

雑誌

ポスター・パンフレット

家族

家電量販店の店頭

新聞

テレビ

1.4 

24.3 

24.7 

25.0 

26.1 

48.7 

65.7 

77.5 

93.5 

0 20 40 60 80 100 



６－２ 地上デジタルテレビ放送に関する認知度 －視聴するための作業や手続き－

22

地上デジタルテレビ放送視聴のための作業・手続きの認知度（複数回答） 地上デジタルテレビ放送視聴のための作業・手続きの認知経路（複数回答）

（%）（全員（地上デジタル放送非認知者を含む））
地上デジタル放送を視聴するためには、対応受信機を
購入する、もしくは、CATV等に加入する必要があり、
例えば、外付けチューナーは５千円以下で購入できる

アンテナの新規購入、方向調整などが別途必要に
なる場合がある

アンテナ工事には、少なくとも約３万円程度の費
用が必要となる

テレビを廃棄する場合、法律により、廃棄料がかかる

地上アナログ放送のみに対応した録画機では、地上アナログ

放送終了後、録画機本体だけでは番組の録画ができなくなる

地上デジタル放送対応の録画機・チューナー等を
接続することでアナログテレビを引き続き使える

（%）

（いずれかを認知
している回答者）

地上デジタルテレビ放送に関する国の相談窓口等についての
認知度（複数回答）

（%）

（全員（地上デジタル放送非認知者を含む））

地上デジタル放送を視聴するために対応受信機購入が必要であることを多くの方が知っている。また、国の相

談窓口等に関する認知は上昇傾向にあり、総務省テレビ受信者支援センター（デジサポ）についての認知は、前

回調査 ※（５．３％）から１１．３ポイント上昇した。

上記のいずれも知らない

無回答 2.9 

2.9 

23.6 

41.1 

60.4 

61.1 

74.3 

77.4 

0 20 40 60 80 100 

3.4 
4.1 

1.2 
5.4 
6.2 
6.7 
9.7 
9.8 
11.5 
13.1 
13.9 
14.7 

20.9 
31.4 

35.7 
78.1 

0 20 40 60 80 100 

無回答

その他

イベント会場

役所や自治体等での説明会

ラジオ

総務省からの郵送案内

市区町村の広報紙

インターネット(ホームページ)

雑誌

ポスター・パンフレット

友人・知人

メーカー系列店（地元の電器屋さん）

家族

家電量販店の店頭

新聞

テレビ

3.9 

55.1 
1.3 

8.7 

16.6 

32.7 

0 20 40 60 

無回答

上記のいずれも知らない

総務省 総合通信局

上記「総務省 テレビ受信者支援センター」

が開催する説明会

総務省 テレビ受信者支援センター

（愛称”デジサポ”）

総務省 地デジコールセンター

※ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2009年9月）

上記「総務省 テレビ受信者支援センター」

が開催する説明会
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６－３ 地上デジタルテレビ放送に関する認知度 －年代・性別の状況－

地上デジタル放送の認知度は、年代及び性別にかかわらず高く、７０歳代の方についても他の年代の方と同程

度の認知度である。

地上デジタルテレビ放送の認知度 （全員） 地上デジタルテレビ放送視聴のための作業・手続きの認知度（複数回答）

（全員（地上デジタル放送非認知者を含む））（%）
（%）

地上デジタル放送を視聴するためには、対応受信機を
購入する、もしくは、CATV等に加入する必要があり、
例えば、外付けチューナーは５千円以下で購入できる

アンテナの新規購入、方向調整などが別途必要に

なる場合がある

アンテナ工事には、少なくとも約３万円程度の費用が必要となる

テレビを廃棄する場合、法律により、廃棄料がかかる

地上アナログ放送のみに対応した録画機では、地上アナロ

グ放送終了後、録画機本体だけでは番組の録画ができなく

なる

地上デジタル放送対応の録画機・チューナー等を

接続することでアナログテレビを引き続き使える

上記のいずれも知らない

無回答

98.9 

98.4 

99.5 

98.5 

97.1 

95.8 

93.4 

98.3 

98.5 

99.7 

99.0 

98.0 

97.6 

96.6 

0 20 40 60 80 100 

１５～１９歳

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０～７９歳

男性 女性

3.5 

11.2 

8.5 

25.3 

44.6 

42.2 

45.3 

59.8 

1.8 

4.6 

16.5 

38.5 

55.7 

56.4 

65.3 

72.8 

1.6 

3.6 

17.8 

42.4 

58.3 

60.1 

74.4 

77.2 

1.2 

1.9 

19.4 

47.7 

63.4 

65.5 

79.2 

83.6 

2.7 

1.3 

23.7 

43.0 

62.9 

67.0 

80.4 

82.0 

3.8 

2.0 

31.2 

40.4 

64.6 

62.2 

77.3 

78.5 

6.0 

2.5 

35.1 

37.3 

59.1 

57.5 

72.5 

72.3 

0 20 40 60 80 100 

７０～７９歳

６０～６９歳

５０～５９歳

４０～４９歳

３０～３９歳

２０～２９歳

１５～１９歳



8.9%

40.8%

14.0%

27.0%

9.3%

BSアナログ放送のみ視聴できる

BSアナログ・デジタル放送両方視聴できる

BSデジタル放送のみ視聴できる

BSアナログ・デジタル放送ともに視聴不可

無回答

７－１ その他 －ＢＳアナログテレビ放送停波に関する認知度－

ＢＳアナログテレビ放送停波についての認知

ＢＳアナログテレビ放送停波の時期についての認知

ＢＳ放送の視聴可否 （全員）

（「ＢＳアナログ放送のみ
視聴できる」との回答者）

24

「ＢＳアナログ放送のみ視聴できるとの回答者（８．９％）」のうち、ＢＳアナログ放送が停波することについては

６７．９％、２０１１年に停波することについては６４．１％の方に認知されている。

67.9%

30.7%

1.4%

知っている

知らない

無回答

0.1%

64.1%

1.0%
0.0%
0.0%

34.7%

～2010年

2011年

2012年

2013年以降

わからない

無回答



43.2%

32.6%

15.0%

9.1%

対応予定がある世帯

対応予定がわからない世帯

対応予定がない世帯

無回答

７－２ その他 －今後のＢＳのデジタル化予定－

対応予定の時期の目安

25

「ＢＳアナログ放送のみ視聴できるとの回答者（８．９％）」のうち、４３．２％がＢＳデジタル放送への対応予定が

あると回答した。一方、ＢＳデジタル放送への対応予定がない理由としては、地上放送が見られれば十分との回

答が８２．７％であった。

対応予定がわからない理由対応予定がない理由

ＢＳアナログ放送停波までの対応予定

（「ＢＳアナログ放送のみ視聴できる」との回答者）

（「対応予定あり」との回答者）

（「対応予定なし」との回答者）

（「対応予定がわからない」との回答者）

82.7%

6.8%
6.6%

3.9%

地上放送が見られれば十分

インターネットがあれば十分

これを機会にテレビは見ない

無回答

4.3%
15.4%

78.9%

1.3%
今年6月までに購入する

今年中に購入する

特に目途はないが、BSアナロ

グ放送終了までには購入する

無回答

30.8%

23.8%
21.1%

22.1%

2.2%
将来、経済的にＢＳデジタル放送に

対応する余裕があるか不明
ＢＳデジタル放送を見るために何をし

たらよいかわからない
従来の「ＢＳアナログ放送」が視聴で

きなくなるまで時間的余裕がある
その他

無回答
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